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謹んで年頭のご挨拶を申し上げます 

旧年中は大変お世話になりました。 

本年も倍旧のご厚情を賜りますようお願い申し上げます。 

 

平成 31年 三愛石油株式会社 取締役ガス事業部長 松尾 耕次 

 

秋元・全Ｌ協会長、“３大運動”の継続を呼びかけ 

｢総合インフラ産業｣目指し戦国時代に打ち勝とう 
 （一社）全国ＬＰガス協会の秋元耕一郎会長は、「2019 年新年のご

挨拶」で、「電力・都市ガス自由化にともなうエネルギー間競争の激化、

少子高齢化の進展などＬＰガスの事業環境は厳しい現状にある」「一方

で、大規模な自然災害が多発する中、ＬＰガスの重要性は高まってお

り、エネルギー基本計画でも大きな評価をいただいている」としたう

えで、引き続き「快適生活向上」「需要開発推進」「販売指針の再徹底」

に取り組み、エネルギー戦国時代に打ち勝とうと呼びかけています。 

 さらに、「ＬＰガス販売事業は、地域に育ててもらった地域密着型産

業であり、電力・都市ガス会社にはない“地域での信用・信頼”があ

る。他事業も積極的に進めることで、お客様にとって必要不可欠な『総

合生活インフラ産業』になろう」とアピールしています。 

■ＬＰガス快適生活向上運動“もっと安全さらに安心” 

 事故の約３割はお客様ミスに起因する。しかし、事業者起因も２割

を超え、決して少なくない。また、近年は他工事業者起因が増えて全

体の３割を超えており、早急な対策が必要。高い保安意識と責任感を

持ち、引き続き自主保安運動を推進していただきたい。 

■ＬＰガス需要開発推進運動 

 需要開発はお客様からの信用・信頼を得るためにも重要な活動であ

る。機器の買替提案、湯まわりの需要開発を積極化したい。また、Ｌ

Ｐガス車を１台でも多く普及させ、平時からのＬＰガス利用を促進し

たい。国主導による学校空調化では、教室・体育館へのＧＨＰ普及が

不可欠。事業者・全Ｌ協・地方協会一体で取り組んでいきたい。 

■ＬＰガス販売指針の再徹底 

 取引適正化・料金透明化を業界挙げて徹底することが、消費者に信

頼され選ばれるＬＰガスに結びついていく。 
 

全Ｌ協、「ビジョン」「アクションプラン」作成了承 
 （一社）全国ＬＰガス協会は 2018 年 12 月 3 日に開いた執行役員会

で、ＬＰガス販売業界ビジョン「もっと広がるＬＰガス」と、ビジョ

ンの実現に向けた「アクションプラン」の作成を了承しました。ビジ

ョンは、2019 年がＬＰガス小売、卸売、オートガススタンドの３団体

を統合して 10 年の節目になることと、電力・都市ガス小売自由化でエ

ネルギー全面競争時代に突入したことから、ＬＰガス業界が目指すべ

き針路と、そのための取り組みを明確にするのが狙い。5～10 年後を

見据えて、“信頼・競争力・連携・ブランド・環境”をキーワードに、

「いつも、どこでも、もっと広がるＬＰガス」を目指していく構想で、

すでにブロック会議などで意見交換を重ねてきています。今後作成す

るアクションプランもブロック会議などで意見交換のうえ、理事会の

了承を得て、2019 年度からスタートする考えです。 

 

日協、「ＬＰガス産業 2025 年ビジョン」打ち出す 

 日本ＬＰガス協会は 2018 年 12 月 5 日、「ＬＰガス産業の 2025 年

ビジョン」を打ち出しました。ＬＰガス産業を取り巻く情勢変化とビ

ジョンの改定経緯に触れたうえで、５つの取り組み方針を掲げ、2025

年のＬＰガス総需要として「1,500 万～1,600 万トン」を目指す内容と

なっています。総需要は現状の 1,443 万トン（2017 年度）に対し、①

現需要想定ベースで進捗したとき：1,400 万トン、②需要拡大への取

り組みが十分機能したとき：1,500 万トン、それに加えて③ＬＰＧ燃

料船などの新規需要が実現したとき：1,600 万トン、になると見込ん

でいます。 

■５つの取り組み方針 

①需要拡大に向け克服すべき課題と取り組み（税制見直し・産業育成・

ＬＰガス高度化など） 

②ＬＰガスの安定供給（安定供給・備蓄・国内物流＜輸入基地・二次

基地＞効率化） 

③効率的かつ強靭な物流体制の構築（災害対応力・物流進化・次世代

インフラ構築） 

④環境への取り組み（低炭素社会実行計画・再生エネ利用推進と共生） 

⑤品質と安全確保のための取り組み 

 

2017 年度の最終エネ消費、大震災以降初めて増加 
 資源エネルギー庁は 2018 年 11 月 15 日、2017 年度の「エネルギー

需給実績」（速報）を公表しました。最終エネルギー消費は前年度比

0.4％増えて 13,382PJ（ペタジュール）となり、東日本大震災（2011

年）以降初めて増加しました。電力は、２年連続の横ばい。 

■需要動向 

○家庭部門は厳冬が影響して大幅に増え、企業・事業所他部門は経済

活動は活発だったものの省エネが進展して横ばいとなった。 

○最終消費のうち家庭部門は同 4.1％増で、家庭部門のみが増加した。 

○電力消費は、家庭部門は５年ぶりとなる同 2.1％増。 

■供給動向 

○一次エネルギー国内供給は同 1.0％増えた。化石燃料は４年連続で

減少。再エネ、原子力などの非化石燃料は５年連続で増加した。 

■ＣＯ2排出動向 

○エネルギー起源ＣＯ2 排出量は同 1.4％減と４年連続減少し、2013

年度比 10.0％減。 

○電力のＣＯ2 原単位は 2.7％改善し、0.52kg-ＣＯ2/kWh。 

○ＣＯ2 は東日本大震災後の原発稼働停止等の影響で 2013 年度まで

４年連続で増加したが、その後の需要減、再エネ普及や原発再稼働

による電力低炭素化により減少傾向。 
 

１月プロパン、CP430 ﾄﾞﾙ、MB349.65 ﾄﾞﾙに下降 
 １月積み込みＣＰ（サウジアラビア輸入ＦＯＢ価格）は 2018 年 12

月 31 日、プロパン（Ｐ）はトンあたり 430.00 ドル、ブタン（Ｂ）は

420.00 ドルにすると輸入元売各社に通知がありました。Ｐは▲3.37％、

▲15.00 ドルの下降、Ｂは+1.20％、+5.00 ドルの上昇。一方、米・モン

トベルビュー（MB）の1月適用プロパン価格（OPIS社発表）は349.65

ドルで、前月に比べ▲9.75％、▲37.76ドル下降しました。 

 なお、ＣＰの2018年平均はＰが542.08ドル、Ｂが539.17ドルで、Ｐは

前年平均より＋16.0％、+74.58ドル、Ｂは＋7.5％、+37.50ドルの上昇。 


